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都市内農地は公園や緑地空間と同様，環境アメニティとして機能している．日本では，土地保有税の優遇により

都市内農地の保全を促す「生産緑地制度」が導入されている．同制度は農地アメニティがもたらす正の外部性の内

部化を促すが，一方で宅地化を阻害し，非効率な土地利用をもたらす可能性もある．本研究では動学的な線形都市

モデルを用いたモデル分析により，生産緑地制度が土地利用や都市の成長に与える影響を明らかにすることを目的

とする．分析結果より，1）アメニティがもたらす正の外部性を通じて都市のスプロールをもたらすこと，2）アメ

ニティによる外部効果と宅地供給の減少効果がトレードオフの関係にあるため，社会的厚生に与える影響は一意に

決まらないこと，が明らかにされる． 
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1. はじめに 

 
都市内における環境アメニティとは，具体的には都

市防災や気候調整・レクリエーション等の機能のこと

を指す．公園や緑地がこれらの機能を持つが，農地も

同様の機能を持っている．環境問題が深刻化する今日，

都市内農地の役割はこれまで以上に重要視されている． 
高度経済成長以降，日本の都市は急速に拡大してい

った．しかし，適切な土地利用を規制・誘導する制度

が乏しく，結果として開発は無秩序に行われていった．

1968 年の都市計画法改正により，都市は優先的に市街

化を図る市街化区域と市街化を抑制する市街化調整区

域に分けられた．市街化区域内には多くの農地が残さ

れたため，これらの早急な宅地化が求められた．他方，

都市内農地の「環境アメニティ」としての意義が認め

られ，都市内農地を適度に保全することも同時に求め

られた．その結果1974年に，土地保有税の優遇により

都市内農地の保全を促す「生産緑地法」が導入される

こととなった．生産緑地に関する制度はその後も度々

見直され，現在では，1）30年の営農義務達成による固

定資産税の宅地並課税分の免除，2）終生営農達成によ

る相続税の宅地並課税分の免除，3)営農義務違反時にお

ける猶予分の税額及び利子税の徴税，という 3 つの措

置を通じて，都市内農地の保全に寄与している． 
他方，生産緑地制度に対して，都市内農地の残存が

都市内の低利用地の増加やスプロール化といった問題

を引き起こすとの指摘もなされている 1)．生産緑地制度

は長期営農を条件に土地保有税の減免措置を行う制度

である．税負担が重い場合には生産緑地制度を受ける

農家が増加し，都市内の低利用地が増加することが懸

念される．  
以上の背景を踏まえて，本研究では動学的な線形都

市モデルを用いたモデル分析により，生産緑地制度が

土地利用や都市の成長に与える影響を明らかにするこ

とを目的とする．Cappoza & Helsley2)の動学的な土地利

用モデルに都市内農地の転用または保全を行う主体を

導入し，1)アメニティによる効用，2)土地資産の相続，

3)生産緑地制度による固定資産税及び相続税の減免，4)
生産緑地の土地転用制限，という 4 つの要素を取り入

れた新たなモデルを構築する．  
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2. 生産緑地制度の意義と課題 

 
(1)生産緑地制度の変遷 

1971 年，市街化区域内に大量に存在した農地につい

て早急な宅地化を図るため，市街化区域内の農地の土

地保有税を宅地並み評価に基づいて決定する宅地並み

課税制度が設けられた．一方，1974 年には都市内農地

の適切な保全を通じて良好な都市生活環境を実現する

ため，生産緑地法が制定された．市街化区域内で生産

緑地指定を受けた農地は，10 年の営農義務と引き換え

に固定資産税の宅地並み課税分を減免されることとな

った． 
1992 年には，地価バブルにより土地利用の適正化が

求められたため，生産緑地制度が改正された．営農義

務は30年に引き伸ばされ，それまで全ての農地に適用

されていた相続税納税の宅地並み課税分の免除制度が，

終生営農を条件として生産緑地にのみ適用されること

となった．こうした変遷を経て，生産緑地指定を受け

た「保全すべき農地」と，それ以外の「宅地化すべき

農地」に明確に区分されることとなった． 
表1は1992年の生産緑地改正以後の市街化区域内農

地面積の推移を示している．表より，生産緑地は生産

緑地制度改正直後に急増し，以後ほとんど減少してい

ないが，生産緑地以外の農地は，年間約 5,000ha のペ

ースで減少していることが読み取れる．これより，改

正後の生産緑地制度は「保全すべき農地」の保全に寄

与し，「宅地化すべき農地」の宅地化を阻害していない

ことがわかる． 
 

(3)アメニティ供給に着目した都市内農地の意義 

樋口 3）は，都市環境保全機能や防災機能，レクリエ

ーションなど，都市農業の持つ 7 つの機能を定義して

いる．具体例として，ヒートアイランド現象の抑制や

緑地空間の供給，日照確保，雨水浸透などを挙げてい

る．近年，都市環境に関する様々な問題が浮上してお

り，都市計画によって公園や緑地空間の創造が行われ

ている．都市内農地もこれらと同様の機能を持つこと

から，アメニティ供給の観点から都市内農地の保全は

重要であると言える． 
 
(4)生産緑地制度の課題 

清水 1)は，名古屋市などでは低未利用地が増大してい

るにも関わらず農地が維持されてしまうことで，都心

部の空洞化に拍車がかかっていることを示唆している．

また，スプロール化による負の外部性が生じる可能性

があることも指摘している．生産緑地制度は長期営農

を義務付けているため，非効率な土地利用が生じてし 

 
 
まった場合，解消することが非常に難しくなる．生産

緑地制度は都市内環境の長期にわたる保全に貢献する

一方，土地利用の効率化を阻害している恐れがある． 
 

3. モデル 

 
(1)着眼点 

モデル構築にあたり，以下の 4 つの点に着目する．

第一に，農地がもたらすアメニティを考慮するため，

アメニティ効用の概念を導入する．第二に，生産緑地

制度では土地資産の相続時に生産緑地指定を解除する

かどうかの選択がなされることから，土地資産の相続

と相続時の意思決定をモデル化する．第三に，生産緑

地制度によって減免対象となる固定資産税と相続税の

課税対象を明示的に取り入れる．固定資産税は全ての

土地資産に対して課されるが，相続税は一定の資産価

値を持つ土地にしか課されない．一般に農地の面積は

広大であるが，都市内で地主が所有する宅地は規模が

小さい．モデルでは，固定資産税は全ての土地に課さ

れるのに対し，相続税は不在農家の保有する土地に対

してのみ課されるものとする．第四に，生産緑地制度

の転用制限を取り入れる．現行の制度では，生産緑地

指定を受けていない市街化区域内農地は宅地並み課税

となる．生産緑地に指定された農地は農地課税となる

が，生涯期間にわたり転用に対して厳しい制限が課さ

れる．モデルでは，相続時にのみ農地の宅地への転用

が行われると仮定する． 
 

(2)モデル空間・主体の仮定 

本研究では，Cappoza & Helsleyによる都市境界や土

地利用が動的に変化する open-city の単一線形都市モデ

ル 2) を拡張したモデルを定式化する．主体として，家

計・政府・不在地主・不在農家を想定する．地主と農

家がCBDからの距離によらず常に一定の比率で土地を

所有する状況を想定する．図 1 は，不在地主と不在農

家が保有する土地利用のパターンを示している． 
 

生産緑地以外の

市街化区域内農地
生産緑地

市街化区域内
農地面積

1992 平成4 14.85 0.07 14.92
1993 5 12.81 1.52 14.32
1994 6 12.23 1.54 13.76
1995 7 11.83 1.55 13.38
1996 8 11.37 1.56 12.93
1997 9 10.92 1.56 12.48
1998 10 10.56 1.55 12.12
1999 11 10.29 1.55 11.83
2000 12 10.05 1.54 11.59
2001 13 9.78 1.53 11.31
2002 14 9.53 1.52 11.05
2003 15 9.20 1.50 10.70
2004 16 8.92 1.49 10.41
2005 17 8.46 1.47 9.92
2006 18 8.12 1.47 9.59
2007 19 7.82 1.46 9.28

年

表 1：市街化区域内農地面積の推移 1)

（単位：万ha） 
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図1：本モデルにおける土地利用概略図 
 
a)地代の決定 

Cappoza & Helsleyによるモデルにおいて，家計の効

用は居住面積と合成財消費の和によって表現される．

本研究では，農地アメニティも家計の効用に影響する

ものと考える．線形の効用関数を仮定する．Open-city
における家計の効用は，外性的に与えられる一定の効

用水準u と常に等しくなる．任意の時点t，地点 z にお

いて，居住面積による効用 )(Lv ・合成財消費 ( , )X t z ・

アメニティ効用 ( , )A t z について次式が成立する． 

 ( ) ( , ) ( , )v L X t z A t z u+ + =  (1) 

家計は収入 ( )y t を得て，土地への消費と他の財への支

出・通勤費用を支出する．居住面積L は家計によらず

一定のL に等しいと仮定する．任意の時点t，地点 z に
おける地代を ( , )R t z とする．家計の予算制約式は以下

のように表わされる． 

 ( ) ( , ) ( , )y t R t z L X t z kz= ⋅ + +  (2) 

ただし，k は交通費用に係るパラメータである． 
b)アメニティ効用 

農地アメニティから家計が得る効用は農地面積

)(zs f
に比例し，家計の立地地点とアメニティの存在

地点の距離の増加とともに指数的に減少するものとす

る．アメニティ効用関数は次式で表わされる． 

 

(3) 
 

ただし， )(γfs は地点γ に存在する農地の総面積，α
はアメニティの影響度を表わすパラメータである．

なお，本研究では都市内農地による影響のみを分析

する．都市外の農地アメニティによるアメニティ効

用は考慮しない． 
c)政府による徴税 

政府は土地所有者から固定資産税と相続税を徴収す

る．それぞれの税率をλ とτ とする．相続税は相続発

生時に徴収し，固定資産税は毎年徴収する．課税額は

地価にそれぞれの税率を乗じて決定される． 
d)不在地主が所有する土地の地価及び最適転用時点 

不在地主の所有する土地の地価は，任意の時点tから

無限時間後までに得られる地代収入の現在価値の総和

と，無限時間後までに支払う固定資産税の現在価値の

差に等しくなるものとする．任意の時点t，地点 z にお

ける宅地の地価 ( , )dP t z は，割引率をδ ，開発費用をD

とすると，次式で表わされる． 

 
( )

( )

( , ) ( , )

           ( , )

d d s t

t

d s t

t

P t z R s z e ds

P s z e ds

δ

δλ

∞ − −

∞ − −

= ⋅

− ⋅

∫
∫

 (4) 

時点sに宅地へ転用される地点 z の農地の時点tにお

ける地価 ),,( zstP a は，時点sまでに得られる農地収益

と，時点s 以降の無限時間後までに得られる地代収益

の和で表わされる．時点sまでに得られる農地収益は，

任意の時点tから時点sまでに得られる農地地代の現在

価値と，農地に準ずる課税額を支払う固定資産税の現

在価値の差に等しい．不在地主が保有する農地は郊外

農地であり，課税額は農地に準ずる．時点s 以降の無

限時間後までに得られる地代収益は，この期間に得ら

れる地代収益から宅地に準ずる課税額を支払う固定資

産税の現在価値と開発に係る費用の現在価値を引いた

ものと等しい．不在地主が保有する農地地価 ),,( zstP a

は次式で表わされる． 

 

( )

( )

( )

( ) ( )

( , , ) ( , )

( , )

( , )

( , )

sa a t

t
s a t

t

d t

s

T d t s t

s

P t s z R z e d

P z e d

R z e d

P z e d De

δ ξ

δ ξ

δ ξ

δ ξ δ

ξ ξ

λ ξ ξ

ξ ξ

λ ξ ξ

− −

− −

∞ − −

− − − −

= ⋅

− ⋅

+ ⋅

− ⋅ −

∫
∫
∫
∫

 (5) 

最適転用時点 aT* は，農地の地価 ),,( zstP a を最大化す

るsになる． 
e)農家の農地転用の意思決定 

不在農家は土地相続時に，農地を維持するか宅地に

転用するかの意思決定を行う．不在農家の寿命はΔで

一定であるとする．期間Δ中に所有する土地から得ら

れる収益，相続税・固定資産税の支払い，次世代へ引

き継ぐ資産価値を考慮し，農地としての資産価値

),( ztV f と宅地としての資産価値 ( , )dV t z を比較して，

農地を維持するか宅地に転用するかを決定する．  
不在農家が所有する土地の農地としての資産価値

),( ztV f は，生涯期間中に得られる農地収益
aR の総

和と次世代へ引き継ぐ農地としての価値の和から，生

涯期間中に支払う固定資産税の総和と，土地相続時に

支払う相続税を引いたものに等しい． ),( ztV f は次式

で表される． 

 
( )

( )

( , ) ( , )
tf a s t f

t
t a s t a

t

V t z R e ds V t z e

P e ds P

δ δ

δ

η

λ τ

+Δ − − − Δ

+Δ − −

= ⋅ + + Δ ⋅

− ⋅ −
∫
∫

 (6) 

ただし， aP は農地の課税評価額である．農地は転用期

待を考慮しない場合の収益に基づいて課税評価がなさ

れるものとする． 

( ) ( )

( )
( , ) ( )

z t f z

z t
A t z s e dγα γ γ− −

−
= ⋅∫

z  
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宅地としての資産価値は，生涯期間中に宅地から得

られる収益の総和と次世代へ引き継ぐ宅地としての価

値の和から，土地相続時に支払う相続税を引いたもの

に等しい． ( , )dV t z は以下の(7)式により表わされる． 

( )

( )

( , ) ( , )

( , )

( , ) ( , )

td d s t

t
d

t d s t d

t

V t z R s z e ds

V t z e

P s z e ds P t z

δ

δ

δ

η

λ τ

+Δ − −

− Δ

+Δ − −

= ⋅

+ + Δ ⋅

− ⋅ −

∫

∫
 (7) 

宅地への転用時点 fT * は，宅地としての資産価値 ( , )dV t z
と開発に係る費用の差が農地としての資産価値 ),( ztV f

を初めて上回る相続時点となる． 

 
*

{ | 0,1, }
min [ ( , ) ( , ) ]f f d

t n n
T V t z V t z C

∈ Δ =
= < −

L
 (8) 

定常状態に収束する家計の収入 ( )y t を外生的に与え，式

(1)-(8)を定常状態について解いた後に，後ろ向きに解け

ば任意の時点における経済変数の値を全て求めること

ができる．
 

 

4. モデル分析 

 

(1)分析の方針 

本研究では，1)アメニティが家計の効用に影響を与え

ない場合における生産緑地制度の存在による効果，2)
アメニティが家計の効用に影響を与える際の生産緑地

制度の存在による効果，に関してそれぞれ分析を行う．

以下，前者をCase-NA，後者をCase-Aと呼ぶ． 
Case-NAでは，ある税率の下で生産緑地制度が存在

する場合と存在しない場合における土地利用を比較す

る．また，税率を変化させた際，土地利用や社会的厚

生がどのように変化するか調べる． 
Case-A では，生産緑地制度が存在する場合と存在し

ない場合における土地利用を比較し，アメニティ効用

の影響がない場合との結果の違いについて考察する．

また，アメニティの影響度を変化させ，土地利用及び

社会的厚生がどのように変化するか調べる． 
 

(2)生産緑地制度なしの場合の分析モデル 

生産緑地制度が存在しない場合の農家の意思決定モ

デルを定式化する必要がある．生産緑地制度が存在し

ない場合，課税標準が宅地並みになる点が異なる．不

在農家が所有する土地の農地としての資産価値は次式

で表わされる． 

( )

( )

( , ) ( , )

( , ) ( , )

tf a s t f

t
t d s t d

t

V t z R e ds V t z e

P s z e ds P s z

δ δ

δ

η

λ τ

+Δ − − − Δ

+Δ − −

= ⋅ + + Δ ⋅

− ⋅ −
∫
∫

 (6’) 

(3)Case-NAの分析結果 
 まず，固定資産税率を0.015，相続税率を0.2 として，

生産緑地制度が存在する場合と存在しない場合の土地

利用を比較した結果を以下の図 2に示す． 

（縦軸：時点 ／横軸：CBDからの距離） 

図2： 0.015, 0.2λ τ= = での土地利用の変化 

 

生産緑地制度が存在しない場合，都市境界の拡大と農

地転換のタイミングが完全に一致する．そのため，都

市内では農地が全く保全されない．それに対し，生産

緑地制度が存在すると，不在農家が都市内農地を保全

するインセンティブが増大し，農地転換時点が都市拡

大に対して遅れ，都市内農地が保全されることになる．

ただし，都市境界が拡大する速度は生産緑地の存在に

よらない． 

次に，固定資産税率を変化させた場合に土地利用が

どのように変化するか調べてみる．固定資産税率を

0.030λ = とした場合の結果を図3に示す． 

（縦軸：時点 ／横軸：CBDからの距離） 

図3： 0.030, 0.2λ τ= = での土地利用の変化 

 

図 2 との比較より，固定資産税率が上昇すると，都

市境界が拡大する速度が遅くなることがわかる．また，

保全される都市内農地面積が大きくなることもわかる．

税率が大きいほど節税のインセンティブが大きくなる

ため，農地の保全が進むためである．ただし，固定資

産税率が上昇しても，生産緑地制度の有無によって都

市境界が拡大する速度は同じである． 
税率の変化による社会的厚生の変化を，生産緑地制

度を導入する場合と導入しない場合において比較する．

図4は時点 17=t における社会的厚生を比較した結果で

ある． 
 

上段：生産緑地制度あり 
下段：生産緑地制度なし 
 
 
黄：宅地のみの市街地 
黄緑：農地を含む市街地 
緑：郊外（農地のみ）

上段：生産緑地制度あり 
下段：生産緑地制度なし 
 
 
黄：宅地のみの市街地 
黄緑：農地を含む市街地 
緑：郊外（農地のみ）
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（横軸：税率／縦軸：社会的厚生） 

図4：固定資産税率と社会的厚生の関係 

 

生産緑地制度が存在する場合，生産緑地制度が存在

しない場合よりも社会的厚生は小さい．また，税率が

上昇するほど，両者の差は大きくなっている．その理

由は，保全される都市内農地の面積が拡大することに

より，その地代収入と税収分の厚生が失われたためで

ある．この結果は Quigley ら 4)の土地利用規制に関す

る研究で示された結果と一致している． 

相続税率が上昇する場合の結果を図 5 に示す．固定資

産税率が上昇する場合とほぼ同様の結果だが，固定資

産税が上昇する場合には都市拡大の速度が税率の増加

とともに遅くなるのに対し，相続税率が上昇する場合

には都市拡大の速度は変化しなかった．相続税は不在

農家にのみ課せられるため，税率の変化が地価の決定

に影響しないためである． 

（縦軸：時点 ／横軸：CBDからの距離） 

図5： 0.015, 0.3λ τ= = での土地利用の変化 

 
(4)Case-Aの分析結果 
 アメニティ効用の影響度を表わすパラメータα=4.0
の場合の土地利用を生産緑地制度が存在する場合と存

在しない場合について比較する．結果を図6に示す（税

率は図5と同じである）．アメニティ効用を考慮する場

合でも，生産緑地制度を適用しない場合には都市内農

地は保全されない一方，生産緑地制度を適用する場合

には都市内の農地は保全される．また，図 6 の結果で

は生産緑地制度を適用する場合は適用しない場合と比

べて，都市拡大の速度が速いことがわかる．その理由

は，生産緑地制度によって保全される農地の正の外部

性が存在することで，都心から離れた場所でも一定の

効用水準を達成することができるためである．アメニ

ティによる正の外部性は，都市をスプロール化させる

ことが分かる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
（縦軸：時点 ／横軸：CBDからの距離） 

図6： 4.0α = での土地利用の変化 

 

次に，アメニティ効用の影響度の大きさによって土地利

用がどのように変化するかを分析した．図 7 は，生産

緑地制度適用時における， 0α = の場合と 4.0α = の場

合の土地利用の変化を示している．図 7 より，アメニ

ティ効用の影響が大きいほど都市の拡大速度は大きく，

また都市内農地の保全効果も大きいことが分かる．こ

の傾向はα の値が大きくなるほど顕著になる．その理

由は，アメニティ効用の影響が大きいほど農地の正の

外部性が広範囲に及ぶためである． 

（縦軸：時点 ／横軸：CBDからの距離） 

図7： 0α = と 4.0α = の場合での土地利用の比較 

 

最後に，アメニティ効用の影響度の変化に伴う生産

緑地制度の導入効果を社会的厚生を用いて分析する．

図8に結果を示す． 
 

 

 

 

 

 

 

 

図8：α の変化よる社会的厚生の変化 

実線：生産緑地制度あり 
点線：生産緑地制度なし 

緑：生産緑地制度あり 
橙：生産緑地制度なし 

上段：生産緑地制度あり 
下段：生産緑地制度なし 
 
 
黄：宅地のみの市街地 
黄緑：農地を含む市街地 
緑：郊外（農地のみ）

上段：生産緑地制度あり 
下段：生産緑地制度なし 
 
 
黄：宅地のみの市街地 
黄緑：農地を含む市街地 
緑：郊外（農地のみ）

上段：α=0.0  
下段：α=4.0  
 
 
黄：宅地のみの市街地 
黄緑：農地を含む市街地 
緑：郊外（農地のみ）

（縦軸：アメニティ影響度／ 横軸：社会的厚生） 
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図 8 より，生産緑地制度が存在する場合の社会的厚生

はα が大きくなるほど増加することがわかる．α が約

1.6 以下の場合は生産緑地制度が存在しない場合の方

が社会的厚生が高いが，それ以上になると生産緑地制

度が存在する場合の方が社会的厚生が高くなることが

わかる．アメニティによる外部効果と宅地供給の減少

効果の間にトレードオフの関係があり，生産緑地制度

が社会的厚生に及ぼす影響は一意に定まらないことが

分かる． 
 
6．おわりに 

  
 本研究では，農地が家計の効用に影響を及ぼさない

場合と及ぼす場合のそれぞれについて，生産緑地制度

が土地利用や都市の成長，社会的厚生に与える影響を

明らかにするため，Cappoza & Helsleyによるモデルに，

都市内農地の宅地転用または保全を決定する主体を導

入したモデルを用いて分析を行った． 
アメニティが家計の効用に影響を及ぼさない場合に

ついては，生産緑地制度によって保全される農地は都

市内の社会的厚生を減少させることが示された．一方，

アメニティ効用の存在下では都市のスプロールが進展

し，保全される農地面積もアメニティ効用が存在しな

い場合と比べて大きくなる．都市内農地の存在が都市

内の社会的厚生に及ぼす影響はアメニティの影響度に

依存しているため一意に決まらないが，アメニティの

影響度が十分大きい場合は，農地保全及び社会的厚生

双方の観点から，生産緑地制度が有用な制度であると

いう結論が本研究により示された． 
 現段階では，アメニティ効用が存在する場合の土地

利用及び社会的厚生の税率との相関については分析で

きなかった．これに関しては分析を進め，発表時に結

果を示したい．また，本研究では公的なアメニティ供

給によるFirst Bestのケースも想定していない．今後，

これらのケースの分析を加え，生産緑地制度の有用性

をより厳密に評価していく必要がある ． 
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